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アビリティガーデン

雇用促進住宅

地域職業訓練センター

（独）雇用・能力開発機構

廃止

住宅融資（住宅ローン）は他法人へ移管

指導員の再研修業務は他法人へ移管

施設そのものは直ちに取壊すことなく、一定期
間をかけ、望ましい利用形態や売却先を検討

他法人へ移管 （又は 国庫に現物返納）

地方・民間との重複
等を見直した上で、
他法人に移管
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相談・助成 (都道府県センター）

ハローワーク（又は他法人）に移管

現在の組織体制現在の組織体制 見直し後見直し後

民間等への委託訓練

委託訓練を拡大
実施主体を都道府県に一元化

雇用・能力開発機構の存廃について～「法人」は廃止、「組織」は解体、「機能」は整理～

その後、段階的に、
都道府県、民間への
円滑な移管を推進段階的

廃止

教育融資（教育ローン）は廃止

廃止又は民営化（学校法人化）し、同校の施設
については有効利用の方策を早急に検討

移管

廃止

移管

移管

移管

移管

廃止

移管

廃止

地域の希望がある場合には、移管を検討
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展示・体験事業
関係業界団体等の協力を得ながら、

①「職業人として必要な意識・心構え」の理解
②「ものづくり」や「サービス」等約４０職種の実体験
③プロの職業人による実演・実技の見聞、挑戦
の機会を提供

職業適性検査・職業情報の提供、キャリア・コンサルティングの実施、セミナーの開催等

個々人の適性に
応じた進路・職業
選択等の実現

職業体験や職業適性検査、キャリア・コンサルティ
ング等を組み合わせたコース設定等を通じた連携

○ 主として中学生・高校生を対象に、職業意識の効率的かつ効果的な形成等を図る
ため、様々な職業体験機会、体系的な職業情報及び相談等をワンストップで提供。

○ 早期の段階から若年者の職業意識形成を支援する施設として、キャリア教育等推
進プラン※（平成１９年５月２９日）にも明記。

※キャリア教育等推進会議（青少年育成担当大臣、文部科学大臣、経済産業大臣、厚生労働大臣で構成）決定

・ 関西文化学術研究都市（京都府）に、平成１５年３月プレオープン、同年１０月グランドオープン
（平成６年３月用地取得、平成１２年２月建設着工）

・ 雇用保険料（事業主負担分）及び入館料等で運営

・ 建設費 ５８１億円

・ 運営費交付金支出額 １２．９億円、自己収入額 １．７億円（平成１９年度）

・ 来館者数 ３２．４万人（平成１９年度）

・ 各事業サービス利用者延べ人数 ５４万人（平成１９年度）

機械工作の仕事の体験風景

私のしごと館の概要
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「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月24日閣議決定）（抄）

組織の見直し
【組織体制の抜本的見直し】
○ 私のしごと館については、運営を包括的に民間に委託し、第三者委員会による外部評価を実施し、その結果を踏まえ
て、1年以内に存廃を含めその在り方について検討を行う。

私のしごと館のあり方検討会

私のしごと館について、存廃を含めた在り方に関すること等を検討するため、経済界、教育界等の有識者からなる「私の

しごと館のあり方検討会」を本年３月以降、３回開催し、私のしごと館及びキッザニア東京の視察を踏まえて熱心に議論を

行い、私のしごと館の包括的民間委託に当たっての視点・考え方を取りまとめた。

行政減量・効率化有識者会議

上記取りまとめについて、５月２１日に開かれた行政減量・効率化有識者会議において、厚生労働省から説明したところ、

「委託の手続きを始めてもらうことについては了承し、年末に評価を行うことについて確認する。」 との結論が得られた。

包括的民間委託に係る入札公告の実施及び今後のスケジュール

平成２０年６月１６日 入札公告

平成２０年７月１１日 応札期限（２社が応札）

平成２０年７月２２日 外部有識者等による企画審査

平成２０年７月２５日 開札・落札決定（落札者：株式会社コングレ）

平成２０年８月２９日 契約締結、引継

平成２０年９月 １日 民間委託開始

平成２０年末まで 委託先からのヒアリング・実施状況評価

報告取りまとめ

私のしごと館の包括的民間委託について（経緯）
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１ 民間事業者の裁量の範囲

職業キャリア教育の中核をなす職業体験事業については
必須。一方、民間事業者の創意工夫に委ねるため、それ以
外の事業については、広範な裁量に委ねる。

２ 収 支

５年後目途のあるべき姿として、収支率５割を目指す。

その考え方としては、職業キャリア教育施策としての職業
体験事業については、幅広く学生・生徒の利用を図るため、
料金を低廉に抑えると、料金を差し引いても６億円程度の財
政援助が必要。

一方、職業体験事業以外の、しごと館自体の運営につい
ては、人件費、事務所経費等、６～７億円程度の経費を要す
るが、これについては、企業からの収入を中心に、民の創意
工夫の発揮により、自前調達を目指すことも可能。
以上をまとめると、約１２億円の運営費（支出）を分母として、

６～７億円程度の自前収入、収支率５割程度という水準とな
る。

最終的に５年後には、施策としての体験事業と館自体の運
営を別事業として区別し、施策としての体験事業はインター
ンシップ奨励施策と同様、委託費など国からの財政支援のも
とに行い、館自体の運営については自前で行うことにより、
館のあり方を明確にし、効果的な運営を行う道を考える必要
がある。

３ 委託期間

６ヶ月というような短期の設定をすることについては、民間
が引き受けることは不可能として、検討会では強い反発があ
り、３年とすることが大半の委員の意見であった。一方で、行
政改革上の要請を踏まえる必要があることから、委託期間に
ついては２年とする。

４ 関係機関等のバックアップ

今後も、厚生労働省、雇用・能力開発機構、経済団体、教育
界等によるバックアップを行う。

５ 評価

本年末においては、収支改善に向けた問題点・課題及び職

業キャリア教育としての効果を高める上での問題点・課題に
ついて分析を行っているか、あるいは行おうとしているかなど、
委託期間終了時の目標を展望した着実な努力を実施してい
るかをチェックした上で、その結果をもとに存廃を含めたあり
方を検討。
委託後においても、本年末のほか、１年後、２年後と段階を

踏んで評価をし、その結果をもとに存廃を含めたあり方を検
討。

私のしごと館の包括的民間委託の視点・考え方
（私のしごと館のあり方検討会取りまとめ）
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石原 俊介 前ﾑｰﾃﾞｨｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ ﾌｧｲﾅﾝｽ ﾏﾈｼﾞﾝｸﾞﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

鹿嶋 敬 実践女子大学人間社会学部教授（元日経論説委員）

座長 加藤 丈夫 富士電機ホールディングス株式会社相談役

加藤 裕治 全日本自動車産業労働組合総連合会顧問

工藤 啓 ＮＰＯ法人「育て上げ」ネット理事長

長南 祐志 東京都調布市立第六中学校長

橋本 浩樹 王子製紙株式会社取締役業務執行役員・人事本部長兼務

ﾏｲｱｰ・ﾌｨﾝ ドイツ経済新聞ハンデルスブラット特派員

前島 富雄 埼玉県高等学校長協会長・県立浦和高校長

牧野 明次 岩谷産業株式会社社長

座長代理 宮本みち子 放送大学教養学部教授

森永 卓郎 獨協大学経済学部教授

山口 学 エム・エス・コンサルティング代表取締役

吉永みち子 作家
（五十音順 敬称略）

私のしごと館のあり方検討会 構成員
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○株式会社コングレ
コンベンション業務、通訳、翻訳、人材派遣、調査・コンサルティングなどを展開し、指定管理者制度による施設運営にも実績が豊富。

○ 職業体験事業について（必須事業）
・ 「展示ゾーン」の一部を職業体験スペースに変更して、職業体験を強化。
・ 利用者アンケート等をもとに新規職種を導入。例として、「国際的な仕事」、「園芸の仕事」、「環境問題に取り組

む仕事」、「医療・福祉に関わる仕事」といった分野を提案。
○ その他の独自提案
・ 職業体験を組み込んだ、専門学校・大学フェア、就職フェアの開催。
・ 京阪神の企業の採用面接、研修等での活用促進。
・ 出産・育児や介護などの事情により離職した方の再就業支援。
・ 旅行代理店との連携を強化して、近距離の魅力的な文化遺産とのセットツアー（例：東大寺、奈良公園等）を企画す
ることにより、来館者数を増やす。 など

○ 収支の改善
「５年後目途の収支率５割」を目指し、２年間の委託期間において、体験料、企業広告等の収入拡大、人件費の抑制
等の経費削減により収支改善を図る。

私のしごと館の民間委託の落札者等について

１ 落札者

２ 落札金額

１，８９９，１２７，４６３円（税抜） １，９９４，０８３，８３６円（税込） 【委託期間：２年間】

３ 落札者の主な企画内容

社 名 株式会社コングレ
設立年月日 １９９０年６月
資 本 金 ９，９００万円
社 員 数 ２３０名（契約社員８５０名）
売 上 高 ９９億円（２００８年３月）
本 社 東京都千代田区麹町5-1、大阪市中央区淡路町3-6-13コングレビルディング
支 店 名古屋、福岡、札幌、京都、北京

（参考）落札者の企業情報
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雇用・能力開発機構のあり方について

（参考資料）
１．雇用のセーフティネットとしての訓練の現状
２．ものづくり訓練の現状
３．訓練カリキュラムの見直し・改廃の状況
４．職業訓練指導員の養成・再研修
５．地域職業訓練センターについて
６．民間との役割分担
７．都道府県との役割分担
８．施設・組織の見直しについて

・・・・・・・・・・・・・・・1
・・・・・・・・・・・・・・・9
・・・・・・・・・・・・・・14
・・・・・・・・・・・・・・15
・・・・・・・・・・・・・・17
・・・・・・・・・・・・・・18
・・・・・・・・・・・・・・20
・・・・・・・・・・・・・・23


